
茨城県土砂等による土地の埋立て等に関する事前協議要領 

 

１ 目的 

  この要領は、茨城県土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例（平成１５年茨城県条例第

６７号。以下「条例」という。）第６条第１項及び第９条第１項の規定による許可に係る知事の審

査の手続き等に関し必要な事項を定め，当該許可事務の適正かつ円滑な執行を図ることにより、土

砂等の適正な埋立て等を推進し、生活環境の保全を図ることを目的とする。 

 

２ 事前協議の手続 

(1) 条例に基づく土地の埋立て等の許可申請（変更許可申請を含む。）を行おうとする者（以下「事

業計画者」という。）は，あらかじめ，土地の埋立て等に関する事前協議書（様式第１号）を

知事に提出するものとする。 

  なお，事前協議書の提出部数は３部とする。 

(2) 事前協議書には，次に掲げる関係書類を添付するものとする。 

  ア 埋立て等区域の位置図（縮尺 1/25,000～1/10,000程度とする。） 

  イ 埋立て等区域の付近の見取図（縮尺 1/2,000 程度とし、当該埋立て等区域の周辺 500m の範

囲を含むものとする。） 

ウ 埋立て等区域の公図の写し（当該埋立て等区域及びその隣接地を含むものとする。また、当

該公図の写しには各筆の地番・地目・面積を明示し，当該埋立て等区域を朱書きするものとす

る。） 

エ 埋立て等区域の地権者一覧（当該地権者の土地ごとに地番，面積を明示するものとする。） 

オ 土砂等の発生から処分までのフローシート 

カ 埋立て等区域の現況平面図及び現況断面図 

キ 埋立て等区域の計画平面図，計画断面図及び雨水排水計画図 

ク 土地の埋立て等に用いる土砂等の予定容量計算書 

ケ 土地の埋立て等に用いる土砂等の搬入計画及び経路図 

コ 事業計画者が条例第７条第５号アからチまでに該当しない者であることを誓約する書面 

サ 関係法令手続報告書（様式第２号） 

シ その他知事が必要と認める書類 

 (3) 変更許可申請に伴う事前協議書には２(2)の関係書類のうち変更に係る書類を添付するもの

とする。 



 (4) 知事は，事業計画者から事前協議書の提出があったときは，市町村長に当該土地の埋立て等

に対する意見を求めるものとし，市町村長は意見書（様式第３号）により知事に回答するととも

に，その内容を事業計画者に通知するものとする。 

 (5) 市町村長は，知事から２(4)の意見を求められたときは，当該土地の埋立て等について，地元

関係者に対する説明会の開催又は同意取得の必要性，土地利用計画との整合性並びに当該埋立て

等区域周辺の生活環境への配慮について回答するものとする。 

   なお，6ヶ月以内に知事に回答できない場合，市町村長は，意見書の回答が遅延する理由を知

事に報告するものとする。 

 (6) 事業計画者は，当該土地の埋立て等に関係する法令等について知事及び市町村長の指導を受

けるものとする。 

 (7) 事業計画者は，知事及び市町村長の指導に基づき地元関係者に対する説明会を開催した場合

には，その結果を知事及び市町村長に報告するものとする。 

 (8) 事業計画者は，知事及び市町村長の指導を受けた後，同意の取得が必要となった場合には，

地元関係者の同意を書面（以下「同意書」という。）により取得しなければならない。 

 (9) 事業計画者は周辺住民等から事前協議書の閲覧の求めがあったときは，関係書類を閲覧させ

なければならない。 

 (10) 知事は，２(1)により事前協議書の提出があったときは，その職員に計画地の現地調査を行わ

せるものとする。この場合において，知事は，市町村長に協力を求めるものとする。 

 (11) 事業計画者は，２(7)により地元関係者に対する説明会を開催した後又は２(8)により地元関

係者の同意を取得した後は，市町村長にその結果について説明するとともに，土地の埋立て等に

係る地元関係者等の調整状況調書（様式第４号。以下「調整状況調書」という。）３部を市町村

長に提出しなければならない。 

   なお，地元関係者の同意を取得した場合にあっては，調整状況調書に，当該地元関係者それぞ

れの同意書の写しを添付するものとする。 

 (12) 市町村長は，事業計画者から調整状況調書の提出があったときは，その内容を確認し，その

旨を調整状況調書に記載のうえ，２部を事業計画者に返戻するものとする。 

 (13) 事業計画者は，市町村長に調整状況調書による確認を受けた調整状況調書２部を知事に提出

しなければならない。 

 (14) 知事は，事前協議が終了した場合は，その結果を事業計画者に通知するものとする。 

 

３ 地元関係者に対する説明会等 



(1)  事業計画者は周辺の地域の住民の理解を得るため，地元関係者に対する説明会を開催する

場合，地元関係者の範囲は次のとおりとする。ただし，市町村長の意見により，異なる取り扱

いとすることができる。 

ア 埋立て等区域の境界から，原則として３００ｍ以内に居住する住民（事業所を含む。以下「周

辺住民」という。） 

イ 埋立て等区域の敷地に隣接する土地の所有者 

ウ 埋立て等区域の排水等を放流する水路等の管理者 

(2)  地元関係者に対する説明会の開催に代わり，地元関係者から同意を取得する場合にあっては、

当該同意書には次の事項を記載しなければならない。 

  ア 事業計画者の住所及び氏名（事業計画者が法人の場合にあっては，主たる事務所の所在地並

びに名称及び代表者の氏名） 

  イ 埋立て等区域の地番及び面積 

(3)  同意書には，同意者の住所及び氏名が自署され，その者の押印がされていなければならない。 

 

４ 事前協議の失効 

   市町村長から２(4)の意見書の提出があった日から起算して１年以内に，条例第６条第１項又は

第９条第１項の許可申請がない場合は，事前協議書が取り下げられたものとみなす。 

 

付 則 

１ この要領は，平成 16年 4月 1 日から施行する。 

２ この要領は，平成 16年 3月 31日現在市町村条例の許可を得て土地の埋立て等を行っている場合

には適用しない。 

付 則 

この要領は，平成 17年 10月 11日から施行する。 

付 則 

この要領は，平成 25年 11月 1日から施行する。 

付 則 

この要領は，平成 26年 4月 1日から施行する。 


